
　2021 年２月鎌倉市議会建設委員会で担当課
長が「１５０億円のうち鎌倉市負担分は２７．
５％で約４１億円。うち３７億円は土地区画
整理事業の保留地処分金を充てるので実質市
の負担は４億円に留まります」と報告。負担
割合は同じでも税負担は大きく異なるのです。
　これは、2010 年 1月、旧国鉄跡地の土壌汚
染処理費と建物解体費の合計が工場跡地の売
却予定額を数十億円上回る検討結果に困った
ＪＲ東側が鎌倉市に相談。「深沢地域国鉄跡地
周辺総合整備事業」のうち約３２㌶の区画整
理事業の中から保留地減歩で生まれる処分金
を指した話であり、ＪＲ、鎌倉市双方に利益を
もたらす古い錬金術といえます。
　一方で藤沢市は自由通路整備費約 16億円の追加負担にも応じたのです。

５つの不思議を問うも果たされない

村岡新駅に市税５７億円の説明責任。

４． 鎌倉市は市税負担４億円の不思議。

２． 新駅要望 「昭和61年請願」 主旨とスリ替えられた不思議。

　京葉線の幕張新駅を巡る経緯は
2018 年 JRと千葉県、イオンモール、
千葉市で構成する協議会が基本協定
書を締結。　
　熊谷千葉市長（当時）は、この締
結前に JR等との費用負担の割合に
ついても市議会に対してしっかりと
説明をしています。※
◀2021 年 10月 29日「幕張豊砂駅」
に名称決定を発表。 ３． 周辺道路渋滞も解消されない不思議。

５． 幕張新駅との説明姿勢の違い。 それを問わない藤沢市議会の不思議。

１． 「周辺企業にも負担お願い」 していなかった不思議！
　2018 年（H30）12月
藤沢市議会建設委員会
で、当時の部長が「新
駅の受益者となる周辺
企業にも一部費用負担
をお願いしていく」と
答弁していますが、こ
の２月市議会で確認す
ると「（周辺企業と）
協議は行っていない」
との答弁。
　同じ時期に同じ請願
駅である JR東日本の幕
張新駅における事業費
負担は表の通り。これ
を知りながら、県、鎌
倉・藤沢両市、JR４者
協議で比較検討もされ
ていないのは異常であ
り認められません。

　2021 年 6月に行われた「都市計画に関する説明会」でも、1986 年（昭和 61）に市議会で
採択された「国鉄湘南貨物駅の用地等に関する請願」が新駅を進める始まりと説明されま
した。ところが、その当時の請願主旨は「東海道線混雑緩和のための根岸線延伸」による
新駅だったのです。請願審査でも冒頭市の説明はそれに応えて以下の通りでした。

市長室理事　本市としては仮に東海道本線の新駅となると藤沢駅から約2キロという距離
ですので、新駅によって運行効率が下がるのではないか。したがって藤沢以西の特に通勤、
通学時の利用者に大きくデメリットと予想しています。（略）逆に本市としては現在の東海
道線のラッシュ時の混雑緩和を図る上からも貨物線を利用しての根岸線の大船以西への延
伸が必要であると考えています。

　しかも、東海道線の混雑緩和の目標値が 2016 年に示された交通戦略（下表）では、新駅に
より藤沢駅乗降客数約 21.1 万人／日（当時）が、新駅整備後 5年で約 18万人／日に緩和され
る予測が示されていました。それが 2020 年度はリモートワークもあって 16万 2130 人となっ
ています。つまり、駅が出来なくても請願当初の東海道線混雑緩和という目的は果たされな
がら、「請願採択」だけが利用されているのです。いったい誰のための計画なのでしょう。

2016 年 2020年度
藤沢駅
乗降客数
16. 2 万人 /日

旧国鉄跡地

JR など地権者から少しずつ区画
整理によって土地を提供しても
らい（減歩）、公共の道路等に利
用したり、売却によって利益（保
留地処分金）をねん出する。

藤沢市政報告

２月２７日藤沢駅南口
デッキにて▶
戦地隣国に入って避難
民への生活支援を実施
しているNPOピース
ウィンズ・ジャパンへ
の募金を呼びかけます。
◀政府とは一線を画し
た民生支援が必要です。
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　右グラフは 2013 年 6月藤沢市議会建設委員会に示
された将来交通量予測です。2008 年（H20）当時との
比較で交通量は増加するが新駅により増加率が抑制
されるというだけで当時より混雑度は高まる予測な
のです。これ以降の調査は行われていません。

　令和３年２月８日村岡新駅をめぐる覚書は、事前に藤沢市議会に負担金額が示される
ことなく締結されました。「県からの情報統制があったため」と部長は答弁しましたが、
それを問わない市議会も問題です。※　新駅への賛否それ以前の問題として、藤沢市民
への説明責任が果たされないまま計画が進められていることが問題なのです。

再開発予定の鎌倉市深沢地区 （当時）


